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１、防災庁・防災省の使命

徹底した被災者目線：防災庁があって「少し救われた」と思える

徹底した現場目線：支援がしやすくなり、支援力が格段に増す

防災産業立国：防災庁・防災省のいらない未来を目指す
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２、徹底した被災者目線とは

公的セクターは「社会にとって必要なもの」を提供しているという自

負があり、プロバイダー目線になりがちである。（例：医療における

パターナリズム＝父権主義）

現代は消費者主権の時代。被災者は「大切にされる権利」がある。

（例：医療における患者主権、治療を選ぶ権利）
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阪神大震災と能登地震

阪神大震災で仮設住宅の多くの高齢者が孤立化した。能登地震では道

路を含むインフラの途絶で、スタッフが通えず高齢者施設の高齢者が

広域避難せざるを得なかったが、避難先で同じ課題に直面した。

「仮設住宅をつくる」（その重要性は間違いない一方で）というプロ

バイダー目線だけでなく、その先にある高齢被災者個々の人生という

視点に立てば、この30年間でやるべきことはあったのではないか。
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避難所にいない被災者の問題

東日本大震災の際に、施設入所率が高く、地域の高齢化率が高いほど、障害者死亡率

が下がるという相関があったという報告がある（立木ら）。今回の能登地震でも在宅

障害者や要介護者の情報は、やはりなかなか入ってこないという実態が散見された。

個々の被災者目線に立てば、もし災害にあったらどうなってしまうのだろうというこ

とは、本人や家族が最も感じているはずである。そうした問題を丁寧に見つけていく

役割が防災庁にはある。
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複合・大規模・持続災害としての
コロナパンデミック

多くの自然災害は物理的被害は大きく、その影響としての「震災」は続く

が、ハザード（地震や台風）自体は一過性である。

コロナ禍は物理的被害こそないが、ハザード（感染症）自体は年単位で続

き、感染症そのものの被害だけでなく、社会の様々な側面（ロックダウン

や休校、営業自粛要請、薬剤やワクチンを巡る論争等）に影響し続けた。
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パンデミック災害対応の評価

デルタ株までの重症化しやすいウイルス変異株の間、人々の協力で欧

米と比して感染者数が10分の1程度に抑えられた。（ハザードの抑制

に成功）

コロナ重症病床補助金の恩恵で、日本の集中治療の持てる戦力（欧米

に比してもともとキャパシティが小さい）が充分に引き出され、ワク

チン接種の急速な普及で、致命率は低かった。（提供体制の支援）
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一方、社会の個々人の目線に立つと

流行期には「どこの医療機関にいけば診てもらえるか」分かりにくい時期

や場所があった。（米国には「感染症医療機関」という概念自体がない）

休校・オンライン授業やパートタイマー女性従業員の雇用不安定化が相次

ぎ、因果関係は不明だが、若い女性、小中学生の自殺が過去最高となった。

（欧米ではいかに学校を再開するかについて、早期から議論が行われた）
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大きな物語の達成
小さな物語の課題

パンデミック総体としては、致命率、人口あたりの死者数を抑えたこ

と（特にデルタ株まで）は社会的な達成と言える。

しかし、個々の患者の便利さ（利用者目線）、子供や女性の抱えた課

題を考える視点（生活者目線）は「とても強かった」とは言えないか

も知れない。
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防災庁は「人々のための役所」

被災者目線にこだわると、これまでの行政サービスが見

落としてきたニーズを見つけられる。

「困ったときの駆け込み寺」つまり、被災者にとっての

「ワンストップ窓口」であるがゆえに、正統性を持つ。
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大切なのはオールハザードアプローチ

ハザード（原因）のいかんに関わらず、調整機能を担うのが防災庁で

あるという視点を持たないと、「駆け込み寺」にはならない。ニーズ

オリエンテッドな組織。

あらゆるハザードに関与するからこそ「こういう機能を果たして個々

人を守る」という機能主義でなくてはならない。

11



米国の国家対応枠組（NRF）
米国の災害・緊急事態対応における
最上位レベルの行動指針
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災害ケースマネジメントは好事例

被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個

別の相談等により把握した上で、必要に応じ専門的な

能力をもつ関係者と連携しながら、当該課題等の解消

に向けて継続的に支援することにより、被災者の自

立・生活再建が進むようにマネジメントする取組
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３、徹底した現場目線とは

支援がしやすくなり、支援力が格段に増す環境を整えることが大切。

そのための鍵は組織の縦割りに横串を刺す、司令塔・調整機能を持つ

こと。

例えば、警察・消防・自衛隊・DMATはそれぞれ指揮命令系統を持ち、

連携を進めてきた。ただ、遥かに大規模な災害になった際に連携する

仕組みは充分であると言い切れるか、より円滑な連携の余地はどうか。
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国家インシデント
管理システム
災害・緊急時に各組織が同じ用語・同じ指

揮手法を使い、迅速に連携できるようにす

る運用上の基盤
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NIMS（国家インシデント管理システム）

ICS（Incident Command System）: 現場指揮の標準モデル

Multiagency Coordination Systems: EOCなど複数機関調整の仕組み

Resource Management: 人員・物資・装備を一元管理

Public Information: 広報・情報共有体制（JICなど）

NRFで示された行動指針を実際の現場や組織間で「運用可能」にする役割を担う。
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パンデミック時の医療提供体制の課題

コロナ感染を「診療したくない」医療機関が当初多く見られた。さらに、欧米並みの

重症感染者増加に対応したsurge capacity確保には「医療の総動員体制」が必要で

あったが難しい。理由は日本の医療界（災害医療関係者以外の）に災害医療の概念・

ICSが根付いていないからである。（つまり、各診療科や医療機関の縦割り。）

厚生労働省と協力して、日本のパンデミック医療提供体制のsurge capacity確保の成

功例と困難例を、地域や医療機関毎に詳細に研究・分析することは、今後の大規模災

害を考える「生きた教訓」となるので、必ずすべきであろう。
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ICSは先進国の危機管理の標準

災害対策基本法を中心とする防災関連の法律は「過去の教訓や規定に

基づく規定の寄せ集めからなる法制度」、防災基本計画に誰が、どの

ように、どこへが書かれていない（生田ら）との見方もある。

いくつかの省庁や民間企業で部分的に導入されているが、デファクト

スタンダードにすること自体に意味があるがゆえ、国家としての導入

がなければ「横串」としての効果は望めない。
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「司令塔・調整機能」のハードとソフト

司令塔機能・コーディネーション機能のハードは、法制度・組織構造から成り立つ。

一方、それに実効性をもたすソフトは、ICSという「行動原則」「共通言語」であ

り、必要なことはそこに内実を持たせるための教育・訓練であり、学校である。

つまり、有事対応に習熟した人の養成システムこそが、最も肝要である。もちろん、

日本の組織文化に沿った日本版 ICS を創ることが求められ、年単位での理論的基

盤の確立と関係各機関での調整・実装の努力が必要となる。
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保健医療福祉支援の司令塔機能について

災害時の課題は被災地域に住まう方々（避難所のみならず自宅に残る方も含

め）の健康にかかわるものが多い。4月発足の健康危機管理研究機構（JIHS）

には感染症研究・医療とDMAT事務局が含まれる。感染症危機管理統括庁との

連携も必要となる。

オールハザードアプローチの視点で、保健医療福祉全般の体制を構築するため

には、保健、福祉、最終的には放射線分野関係者の協力も得る必要がある（ex.

東日本大震災）保健の危機管理分野は、DHEAT（保健医療科学院、公衆衛生協

会）の活用が検討課題に挙げられる。
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病院（入院患者）

被災地域（孤立集落、
避難所、仮設、自宅住民）

保健：
保健所・市町村支援
避難所環境管理等

D
M
A
T

各専門・職種団体

全社協、老施協派遣介護士
等

災害支援ナース

DMAT・保健医療福祉支援チームの活動
（現状）

指揮調整（CSCA）：医療福祉（支援調整）DMATロジチーム、保健（行政内）DHEAT

広域派遣

福祉
ディ施設等支援

医療・看護・薬剤
診療所支援、訪問看
護支援、薬局支援、
救護班診療、

臨時薬局調剤 等

施設（入所者）

JMAT

日赤

保健師等

ニーズが見えるまでDMATが実施（一次隊は被災地内48時間活動）

ニーズが整理されたら専門資源に引き継ぐ

長期・
大量

適宜支援・連携

病院支援：物資、
搬送、人的支援

施設支援：物資、
搬送、人的支援
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病院（入院患者）

被災地域（孤立集落、
避難所、仮設、自宅住民）

保健：
保健所・市町村支援
避難所環境管理等

DMAT
DPAT

各専門・職種団体

全社協、老施協派遣介護士
等

災害支援ナース

保健医療福祉支援チームの活動（目標）
指揮調整（CSCA）：医療福祉（支援調整）DMATロジチーム、保健（行政内）DHEAT

広域派遣

福祉
ディ施設等支援

医療・看護・薬剤
診療所支援、訪問看
護支援、薬局支援、
救護班診療、

臨時薬局調剤 等

施設（入所者）

JMAT

日赤

保健師等

ニーズが見えるまで即応チームが実施（一次隊は被災地内48時間活動）

ニーズが整理されたら専門資源に引き継ぐ→厚労省が現在検討中のチーム整理に反映を！

長期・
大量

適宜支援・連携

病院支援：物資、
搬送、人的支援

施設支援：物資、
搬送、人的支援

DWAT

DWAT

DHEAT

DMAT
DPAT

DHAT
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防災庁でまず果たしたい機能について

災害時の対応について担当省庁が明確な分野は

支援チームの設置等、対応は組織的に改善、発

展している（PDCAが回っている）

特に支援チームを作り、隊員、コアメンバー、

事務局という三層の体制を構築している

（DMAT等）は、PCDAが回っている
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災害対応の役割、組織

行政本部支援

イン
フラ
復旧

保健
医療
福祉

物資
補給

仮設住宅

被災者
生活支援

避難所消防庁

緊急消防援助隊

警察庁

広域緊急援助隊

自衛隊

厚労省
保健医療福祉
支援チーム
（DMAT、
JMAT等）

DHEAT

保健師支援

通信

道路

電気

水道

総務省

救出
救助
消火

総務省 自治体職員支援

支援チーム検討中

国交省
TEC-FORCE

国交省

経産省

経産省

熟練度
PDCA↓

罹災証明

各省庁

民間事業者

自衛隊

厚労省

総務省

内閣府 総務省

内閣府

警察庁

法曹界

NGOｓ

NGOｓ

担当省庁明快
平時ベース
支援チームあり
PDCA↑

ボランティア

災害ケー
スマネー
ジメント

担当
省庁
不明確
PDCA↓
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行政本部支援と生活支援が課題

防災庁に、例えば「自治体行政本部支援チーム(Disaster Local Government 

Assistance Team：DGAT）」、「被災者支援チーム（Disaster Humanitarian 

Assistance Team： DHAT）」、「災害ケースマネジメントチーム（Disaster 

Case Aid and Management Team: DCAM）」等の整備が必要ではないか

これらのチームの整備には、DMATの経験（行政支援、支援チーム研修・組織運

営）が役に立つのではないかこれに加え、生活支援の要が健康危機管理であるこ

とを鑑みるとJIHSがこれらのチーム管理に参入するのが順当ではないか。
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災害対応の役割、組織

行政本部支援

イン
フラ
復旧

保健
医療
福祉

物資
補給

仮設住宅

被災者
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避難所消防庁

緊急消防援助隊

警察庁

広域緊急援助隊

自衛隊

厚労省
保健医療福祉
支援チーム
（DMAT、
JMAT等）

DHEAT

保健師支援

通信

道路

電気

水道

総務省

救出
救助
消火

総務省 自治体職員支援

支援チーム検討中

国交省
TEC-FORCE

国交省

経産省

経産省

熟練度
PDCA↑

罹災証明

各省庁

民間事業者

自衛隊

厚労省

総務省

内閣府 総務省

内閣府

警察庁

法曹界

NGOｓ

NGOｓ

担当省庁明快
平時ベース
支援チームあり
PDCA↑

ボランティア

災害ケー
スマネー
ジメント

防
災
庁 61



被災者目線と現場目線の成功例に

被災者目線：災害ケースマネジメントを担う機能集団（チーム）をつくることが出来

れば、個々のニーズオリエンテッドな、防災庁にしか出来ない役割が明確になり、常

にニーズを先取りできる。

現場目線：生活支援プロバイダーや自治体を「災害時に総合的に（あらゆる分野を）

支援する政府の機能集団（チーム）」がなかったので、これも防災庁の新たな役割と

なり得る。しかも、各省庁の力を借りた横串そのものなので、防災庁のイメージ

（ニーズに基づいて、必要な機能を創造する）が契機になるのではないか。
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事前防災としての戦力分析

事前防災の鍵のひとつはprevention（予防）だが、もうひとつはpreparedness（準備）。

そのためにまずは戦力分析をする必要がある。例：医薬品・輸血製剤・医療材料の備蓄状

況や流通の検証。コメや石油の備蓄と同じような発想で必要なものを考えていく。

パンデミックで米国は国家備蓄の増強、欧州も国家備蓄を始めた。日本では新型インフル

エンザに備えた抗インフルエンザ薬のみであり、大規模災害が起きた際、外傷だけでなく、

感染症の流行の可能性や持病の悪化の可能性が高く、超高齢社会であることを踏まえた視

点が必要。
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災害対応に強い組織と人をつくる

防災庁が最終的に司令塔・調整機能を果たすためには共通言語・行動原則

（ICS：incident command/coordination system）の組織文化を根付か

せることが必要。そのためには人材教育の仕組みの研究と実践が必要。

被災者目線・現場目線にこだわり抜いて、課題解決型の組織として、被災

者を守り、支援者がやりやすくなる「防災立国」の先頭に立つべきである。
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